
上 場 会 社 名
コ － ド 番 号
（　ＵＲＬ　http://www．shinnittan．jp/)
代 表 者 府内　泰生
問合せ先責任者 辻本　幸弘 ＴＥＬ　(０４４)２００-７８１１

　 　 中間配当制度の有無 有
　 　 単元株制度採用の有無 有

（１）経営成績                                                   （注）記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しております。

１７年３月期
１６年３月期

 

％    円 　 銭 　 円 　 銭 　 ％ ％ ％
１７年３月期
１６年３月期

17 株
16 株

　
  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は、対前期増減率

　 円 銭 　 円 　 銭 　 円 　 銭 　 百万円 　 　 ％ 　 　 ％
１７年３月期
１６年３月期

（注）１７年３月期末配当金の内訳　：　普通配当10円00銭

１７年３月期
１６年３月期

17 株
16 株

②期末自己株式数 17 株
16 株
　 　

　 百万円 　 百万円 百万円 円 銭 　 円 銭      円 　 銭
中間期 - - - - - -
通　　期 - - 10 00 10 00

　 　 　 　 　
（参考）　　 19 円 66 銭
（注）　 １． １株当たり予想当期純利益は、期末発行済株式数に平成１７年５月２０日付株式分割を考慮し

た発行済株式数（28,998,691株）で算出しております。
２． １株当たり年間配当金は、平成１７年５月２０日付株式分割後の金額であります。

＊　 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

１株当たり予想当期純利益 （通期）

氏名
氏名

1.0

（３）財政状態

1.100   10 219

年3月期

中　　間

無 　

（２）配当状況
株主資本

  ②会計処理の方法の変更

期　　末

8385.2

　

935

1株当たり年間配当金
２．１８年３月期業績予想 （平成１７年 ４月 １日～平成１８年 ３月３１日）

年３月期

2.7 6.5

百万円      

22,197,093  ①期中平均株式数

配当率期　　末

- -

潜在株式調整後

-

総資本 売上高
経常利益率

-

経常利益率

10.44.0

株主資本

2.8

茨城県

（１単元　１００株）平成１７年６月２９日

６３１９
：東

9,600

売上高

  10

（注）

  10
00 0

　

2.1

510

21,359

85

年3月期

31

425

1,070

年３月期

経常利益

20,581

当期純利益

270

19

22,265,298

21,443,027

50.4

配当性向
（年間）

  10

配当金総額１株当たり年間配当金

00
00

中　　間

00

株式会社シンニッタン

平成１７年 ３月期       個別財務諸表の概要 平成１７年５月１７日

上場取引所

１株当たり株主資本
百万円       円       銭                           ％

総  資  産 株 主 資 本 株 主 資 本 比  率  

570

2.3

26

当期純利益率

21

当期純利益
当期純利益
1株当たり

1株当たり当期純利益

百万円
36.6

4,700

百万円

9,879
9,505

581

（注）

24,862
24,160

①期末発行済株式数

41,388

00
222 38.3

643 12.3347 9.5

38.9

年３月期 313,920

年３月期 21,992,766

85.9

定時株主総会開催日

１．１７年３月期の業績（平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日）

売上高 営業利益 経常利益

991△ 3.8
百万円百万円％  

703

本社所在都道府県

平成１７年５月１７日

役職名
役職名

代表取締役社長
常 務 取 締 役

0

959

決算取締役会開催日

％  ％  
102.6 54.2
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１．比　較  貸 借 対 照 表

期別

科目 金     額 構成比(%) 金     額 構成比(%)

（資 産 の 部）
流 動 資 産
    現金及び預金 7,542,194 5,943,139 1,599,054
    受取手形 1,172,339 1,263,647 △ 91,307
    売掛金 1,561,873 1,549,417 12,456
    有価証券 299,339 243,854 55,485
    たな卸資産 2,661,543 3,023,577 △ 362,034
    短期貸付金 1,912,973 2,426,811 △ 513,837
    その他 340,071 542,250 △ 202,179
    貸倒引当金 △ 4,888 △ 5,702 814
     流動資産 合計 15,485,447 62.3 14,986,995 62.0 498,451
固 定 資 産
  有形固定資産 4,594,613 4,940,303 △ 345,689
    建物及び構築物 2,006,098 2,113,769 △ 107,671
    機械装置及び運搬具 903,228 1,089,436 △ 186,207
    土地 1,659,545 1,659,545 -
    建設仮勘定 - 42,545 △ 42,545
    その他 25,741 35,005 △ 9,264
  無形固定資産 45,672 45,672 -
  投資その他の資産 4,737,197 4,187,249 549,947
    投資有価証券 1,921,492 1,329,730 591,761
    関係会社株式 2,278,139 2,278,139 -
    その他 547,069 588,971 △ 41,901
    貸倒引当金 △ 9,504 △ 9,591 87
     固定資産 合計 9,377,483 37.7 9,173,225 38.0 204,257
資 産 合 計 24,862,930 100.0 24,160,220 100.0 702,709
（負 債 の 部）
流 動 負 債
    支払手形 1,240,403 1,192,939 47,463
    買掛金 1,366,776 1,753,358 △ 386,581
　　その他 593,768 549,887 43,880
     流動負債 合計 3,200,948 12.9 3,496,186 14.5 △ 295,237
固 定 負 債
　　その他 302,752 82,529 220,223
     固定負債 合計 302,752 1.2 82,529 0.3 220,223
負 債 合 計 3,503,701 14.1 3,578,716 14.8 △ 75,014
（資 本 の 部） 　
   資本金 7,256,723 29.2 7,256,723 30.0 -
   資本剰余金 6,867,525 27.6 6,789,676 28.1 77,849
     資本準備金 6,642,283 6,642,283 -
     その他資本剰余金 225,242 147,393 77,849
   利益剰余金 6,860,482 27.6 6,498,732 26.9 361,749
     利益準備金 703,250 703,250 -
     任意積立金 5,179,000 5,179,000 -
   　当期未処分利益 978,232 616,482 361,749
   その他有価証券
   　　　評価差額金 384,816 1.5 114,364 0.5 270,452
   自己株式 △ 10,318 △ 0.0 △ 77,991 △ 0.3 67,672
資 本 合 計 21,359,229 85.9 20,581,504 85.2 777,724
負 債・資 本 合 計 24,862,930 100.0 24,160,220 100.0 702,709

(単位千円：未満切捨）

比較増減
当　　期 前　　期

平成１７年３月３１日現在 平成１６年３月３１日現在
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２．比　較   損  益  計  算  書 　
                    期     別

科     目 金     額 百分比(%) 金     額 百分比(%)

　売　上　高 9,505,393 100.0 9,879,995 100.0 △ 374,602
　売　上　原　価 7,767,242 81.7 8,538,148 86.4 △ 770,905
　売上総利益 1,738,150 18.3 1,341,847 13.6 396,302
　販売費及び一般管理費 1,034,788 10.9 994,742 10.1 40,046
  営  業  利  益 703,361 7.4 347,104 3.5 356,256
　営業外収益 485,421 5.1 429,209 4.3 56,212
　　受取利息 169,125 175,495 △ 6,369
　　受取配当金 21,317 13,823 7,493
　　有価証券売却益 33,589 29,772 3,816
　　作業屑等売却益 85,848 70,715 15,132
　　その他の収益 175,541 139,402 36,139
　営業外費用 197,107 2.1 133,208 1.3 63,898
　　支払利息 4,367 1,504 2,863
　　退職給付費用 62,376 62,376 -
　　金型廃却費用 70,258 44,577 25,680
　　たな卸資産廃却費用 52,134 6,942 45,192
　　その他の費用 7,970 17,808 △ 9,837
   経  常  利  益 991,676 10.4 643,105 6.5 348,570

　特別利益 55,616 0.6 201,926 2.0 △ 146,310
　　固定資産処分益 1,601 -
　　ロイヤリティー収入 - 48,860 △ 48,860
　　投資有価証券売却益 26,221 153,066 △ 126,845
　　会員権売却益 26,892 -
　　貸倒引当金戻入額 901 - 901
　特別損失 47,618 0.5 69,279 0.7 △ 21,660
　　固定資産処分損 47,529 254 47,274
　　投資有価証券売却損 88 47,724 △ 47,635
　　会員権評価損 - 21,300 △ 21,300
　税引前当期純利益 999,674 10.5 775,752 7.8 223,921
     法人税 ，住民税及び事業税 442,849 4.7 367,485 3.7 75,364
　　法人税等調整額 △ 24,852 △ 0.3 △ 17,475 △ 0.2 △ 7,377
　当期純利益 581,677 6.1 425,742 4.3 155,934
  前 期 繰 越 利 益 396,554 190,739 205,815
　当期未処分利益 978,232 616,482 361,749

(単位千円：未満切捨）

( 自 平成16年4月　1日) ( 自 平成15年4月　1日)
( 至 平成17年3月31日) ( 至 平成16年3月31日)

比較増減

当     期 前     期
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貸借対照表及び損益計算書に関する注記 
 
Ⅰ．重要な会計方針 
 １．資産の評価基準及び評価方法 
  （１）有価証券 
     子会社株式及び関連会社株式：移動平均法による原価法 
     その他有価証券 
       時価のあるもの・・・決算日の市場価格に基づく時価法によっております。 
                 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 
       時価のないもの・・・移動平均法による原価法 
  （２）たな卸資産 
     評価基準：原価法 
     評価方法：原材料、金型は個別法、製品、半製品、仕掛品、貯蔵品は移動平均法、賃貸機器は総平均法による原価から定 
          額法による減耗費を控除した額。 
 ２．有形固定資産の減価償却の方法 
     定率法を採用しております。なお、賃貸用建物は、定額法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得

した建物（附属設備を除く）については、定額法を採用しております。 
 ３．引当金の計上基準 
  （１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個 
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

  （２）賞与引当金 
     従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 
  （３）退職給付引当金 
     従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。なお、 
     会計基準変更時差異については、１５年による均等額を費用処理しております。 
 ４．リース取引の処理方法 
     リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引 
     に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 ５．消費税等の会計処理 
     税抜方式によっております。 
  
 【追加情報】 
  実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（企業会計基準

委員会 平成１６年２月１３日）が公表されたことにともない、当期より同実務対応報告にもとづき、法人事業税の付加価値割

及び資本割36,908 千円を販売費及び一般管理費として処理しております。 
 
Ⅱ．貸借対照表関係 
 １．関係会社に対する資産・負債 
     各科目に含まれているものは次のとおりであります。 
     未収入金               196,291  千円 （前期：   337,467  千円） 
     短期貸付金             1,910,231  千円 （前期：  2,421,500  千円） 
     長期貸付金              196,000  千円 （前期：   291,000  千円） 
     支払手形               478,416  千円 （前期：   486,497  千円） 
     買掛金                343,967  千円 （前期：   417,102  千円） 
 ２．自己株式の数                  普通株式     41,388  株 （前期：      313,920  株） 
 ３．有形固定資産の減価償却累計額             8,732,953  千円 （前期：     9,068,383  千円） 
 ４．株式の状況 
     会社が発行する株式の総数  普通株式  57,684,000 株        （前期：     57,684,000 株） 
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     発行済株式総数            普通株式  22,306,686 株        （前期：     22,306,686 株） 
 
Ⅲ．損益計算書関係 
 １．関係会社に係る注記 
     取引に係るものが次のとおり含まれております。 
     仕入高                              3,771,906  千円 （前期：     4,821,041  千円） 
     受取利息                              154,811 千円 （前期：       162,323  千円） 
     技術援助収入等                         60,080  千円 （前期：       114,257  千円） 
     作業応援収入                          52,669  千円 （前期：           942  千円） 
 ２．販売費及び一般管理費1,034,788 千円の内販売費に属する費用のおおよその割合は59.7 %であり、一般管理費に属する費用の 
   おおよその割合は40.3%であります。主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
     役員報酬                               83,510  千円 （前期：        86,185  千円） 
     従業員給料                             99,837  千円 （前期：       124,374  千円） 
     賞与引当金繰入額                        4,633  千円 （前期：         4,670  千円） 
     退職給付費用                           17,876  千円 （前期：         9,847  千円） 
     減価償却費                             57,506  千円 （前期：        55,738  千円） 
     運送費                                294,908  千円 （前期：       293,106  千円）   

  



（リース取引関係）

期    別  

  項    目

 リース物件の所有権が

 借主に移転すると認め

 られるもの以外のファ

 イナンス・リース取引

  

  

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法

５．利息相当額の算定方法 ５．利息相当額の算定方法

 リ－ス料総額とリ－ス物件の  リ－ス料総額とリ－ス物件の

 取得価額相当額との差額を  取得価額相当額との差額を

 利息相当額とし、各期への配  利息相当額とし、各期への配

 分方法については、利息法  分方法については、利息法

 によっております。  によっております。

期 末 残 高

減価償却累計額

相 当 額 340,951

取 得 価 額

相 当 額 500,277

(単位：千円)

当　　期 前 　　　　 期

（自平成16年4月1日至平成17年3月31日） （自平成15年4月1日至平成16年3月31日）

１．リ－ス物件の取得価額相当額、 １．リ－ス物件の取得価額相当額、

     減価償却累計額相当額及び期末      減価償却累計額相当額及び期末

     残高相当額      残高相当額

機 械 装 置

及 び 運 搬 具

機械装置
そ の 他合 計

及び運搬具

取 得 価 額

相 当 額 1,148,000 9,450 1,157,450

減価償却累計額

相 当 額 670,654 8,768 679,423

期 末 残 高

相 当 額 477,345 681 478,026

２．未経過リ－ス料期末残高相当額 ２．未経過リ－ス料期末残高相当額

相 当 額 159,326

１ 年 以 内 60,117 １ 年 以 内 128,512

１ 年 超 117,865 １ 年 超 402,611

合 計 177,983 合 計 531,123

３．支払リ－ス料、減価償却費相当額 ３．支払リ－ス料、減価償却費相当額

     及び支払利息相当額      及び支払利息相当額

支払リ－ス料 113,915 支払リ－ス料 153,445

減価償却費相当額 95,330 減価償却費相当額 128,287

支払利息相当額 14,643 支払利息相当額 24,014

リ－ス期間を耐用年数とし、 リ－ス期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法 残存価額を零とする定額法

によっております。 によっております。
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税効果会計関係

１． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

当　　期 前　　期
（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在）

繰延税金資産
賞与引当金損金算入限度超過額 12,980 13,650
工具（金型）減価償却費損金算入限度超過額 10,819 8,800
未払事業税の損金不算入額 30,086 20,045
会員権評価損の損金不算入額 1,265 9,870
貸倒引当金損金算入限度超過額 3,757 3,757
退職給付引当金損金算入限度超過額 22,836 768
その他有価証券評価差額金 2,450 -    

繰延税金資産合計 84,195 56,892
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △ 263,299 △ 77,521
繰延税金負債合計 △ 263,299 △ 77,521
繰延税金資産（負債）の純額 △ 179,103 △ 20,629

（注） 前期及び当期における繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

当　　期 前　　期
（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在）

流動資産ーその他 60,255 52,500
固定負債ーその他 △ 239,359 △ 73,129

２． 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の百分の五以下で
あるため注記を省略しております。

（単位千円：未満切捨）

（単位千円：未満切捨）
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比　較　利 益　処　分　案 　 　
             期     別

科　　目
当期未処分利益 361,749

計 361,749

利益配当金 2,725
（１株当たり）
　　　

次期繰越利益 359,024
計 361,749

部　門　別 売　上　高 　
    　　　　期　　　別

部　門　別 売上高 構成率 売上高 構成率

鍛造事業部門 ％ ％ ％
　自動車部品 4,316,771 45.4 4,376,376 44.3 △ 1.4
　建設機械部品 1,185,675 12.5 2,103,335 21.3 △ 43.6
　その他の機械部品 11,674 0.1 308,154 3.1 △ 96.2

小計 5,514,121 58.0 6,787,867 68.7 △ 18.8
建機事業部門 　 　
　建設用機材 1,046,788 11.0 1,090,882 11.0 △ 4.0
　建設用機材ﾘｰｽ 599,391 6.3 622,936 6.3 △ 3.8

小計 1,646,180 17.3 1,713,819 17.3 △ 3.9
物流事業部門 　 　
　物流機器 2,345,092 24.7 1,378,309 14.0 70.1

小計 2,345,092 24.7 1,378,309 14.0 70.1
合　　計 9,505,393 100.0 9,879,995 100.0 △ 3.8

(単位千円：未満切捨）

( 自 平成16年4月　1日) ( 自 平成15年4月　1日)
( 至 平成17年3月31日) ( 至 平成16年3月31日)

当     期 前     期

増減比率

755,579 396,554
978,232 616,482

（特別配当３円）

222,652 219,927
（普通配当１０円） （普通配当７円）

978,232 616,482

978,232 616,482

(単位千円：未満切捨）

( 自 平成16年4月　1日) ( 自 平成15年4月　1日)
( 至 平成17年3月31日) ( 至 平成16年3月31日)

当     期 前     期
比較増減
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役員の異動

１．代表者の異動

該当事項はありません。

２．その他の役員の異動
新任監査役候補
常 　勤　　尾崎　次郎
非常勤　　加藤　興平　（現：弁護士）
　　　　　　（社外監査役）

退任監査役
常 　勤　　山本　芳純（平成１７年３月３１日）
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